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第４４回定時株主総会 開催報告 

 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、株主の皆様に向けた情報開示の一環として、第４４回定時株主総会における議事及

び報告内容、並びに出席株主様からのご質疑とその応答に関しまして、下記のとおりご報告

致します。 

敬具 

  

記 

 

１．本総会の議事内容 

  本総会における議事の内容は、以下のとおりとなっております。 

 

２０２３年６月２３日（金）、第４４回定時株主総会を福井県福井市手寄１丁目４番

１号 AOSSA（アオッサ）8 階 福井県県民ホールにて開催し、本総会の成立に必要な

株主の出席がありましたので、定刻の午前１１時、定款第１４条の定めにより代表取締

役の佐藤浩一が議長席につき、本総会の開会を宣言し、議事に入りました。 

冒頭、議長は、本日の議事の進め方について、株主からの質問等は、報告事項の報告

及び決議事項の上程後に一括して受ける旨を述べました。 

次に、議長の指示により、事務局から出席の株主数及びその議決権数について報告が

なされ、議長は、本総会の各議案の決議に必要な定足数を満たしている旨を述べました。 

 

続いて、議長は監査等委員会の当社監査報告並びに連結計算書に係る会計監査人及

び監査等委員会の監査結果の報告を求めました。 

 

監査等委員の高橋勝氏より第４４期事業年度における監査結果については、招集通

知の監査報告書謄本に記載のとおりであり、取締役の職務執行全般、事業報告、会計監

査人の会計監査の監査方法及び結果その他の業務並びに本総会に提出される議案及び



書類には、法令、定款に違反する事項及び不当な事実は認められない旨の報告がなされ

ました。また、連結計算書類の監査結果について、招集通知の会計監査人及び監査等委

員会の監査報告書謄本に記載のとおり、会計監査人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認める旨の報告がなされました。 

 

【報告事項】 

 １ 第４４期（2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日まで）事業報告の内容、連結計

算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の

件 

  ２ 第４４期（2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日まで）計算書類の内容報告の件 

 

議長は、報告事項のうち、第４４期事業報告、連結計算書類並びに当社の計算書類の

内容について、招集通知に記載のとおりである旨を述べ、議場前方のスクリーンを使用

し本資料「２．第４４回定時株主総会－第４４期事業報告－」のとおり報告しました。 

 

続いて、議長は、本会議の目的事項である第１号議案から第２号議案について、招集

通知に記載の内容のとおり、説明しました。 

 

【決議事項】 

 第１号議案 剰余金の処分の件 

 第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件 

  

議長は、報告事項及び決議事項に関する質問並びに動議を含めた審議に関する発言

を受けたのち、各議案について採決を取る旨を述べ、出席株主からの質問を受け付けた

ところ、本資料「３．質疑応答」に記載のとおり、株主１名から２問の質問があり、議

長が回答を行いました。 

 

次いで議長は、報告事項及び決議事項に関し、十分審議を尽くしたので、以上をもっ

て質疑を終了し、決議事項の採択に入りました。 

第１号議案及び第２号議案それぞれの議案を諮ったところ、それぞれ可決要件を満

たす数の賛成を得たので、いずれも原案どおり承認可決されました。 

議長は、以上をもって本総会における議事をすべて終了した旨を述べ、午前１１時３

７分閉会を宣しました。 

以上 



２．第４４回定時株主総会－第４４期事業報告－ 

  本総会において、議長が報告した事項の内容は、以下のとおりとなっております。 

  

最初に、事業報告に先駆け、当社のミッション、スローガンをご説明いたしたく存じます。 

私たち福井コンピュータグループは、ICT 技術を通じて、建設業の未来を切り開いていく

会社でありたいと考えており、そのためにも、私たちはどのような環境においても持続的に

成長していける企業となることを目指してきました。 

「建設業になくてはならない会社になる」というミッションを掲げ、その目標を実現する

ために、さらに「INNOVATION for ALL」という中期経営計画のスローガンを唱え、ソリ

ューションの拡大と当社のもっとも重要な経営資源である人材への投資に取り組んできま

した。そして、それがいよいよ持続的成長の実行フェーズを迎え、未来への投資も開始いた

しました。 

昨年は、これまでの当社の業績に大きく寄与してきた IT 導入補助金の追い風が弱まり、

これからが、まさに等身大の実力が試される局面となっております。ただし、こういった状

況を想定して、当社は、すでにアカウントの拡大やクラウドへの方針転換といった事業方針

に舵を切っております。これからは、会計上の売り上げだけでは当社の事業の成長や将来予

測が難しくなってくると考えております。そこで、今回から、交付書面にも記載しておりま

すが、私どもは新たな指標を加えます。これを機会に、更に当社へのご理解をいただき、引

き続きご支援を賜れれば幸いでございます。 

 



 

では、今期の事業報告に移りたいと思います。 

こちらの資料に記載しておりますが、売上高 136 億 3,000 万円、前期比マイナス 4.9％、

次に、継続取引企業社数 32,477 社、これは前年比 5.1％の増となっております。次は、ARR

ですが、これは年間の定期収益、いわゆるストックと言われるものです。こちらは、67 億

3,500 万円、前年比 9％の増となっております。次は ARPA、これは、先ほどの ARR をアカ

ウントの数で割った指標です。こちらが 19.7 万円、1 アカウントの売り上げの目安とご理

解いただければと存じますが、こちらも前年比 3.8％の増となっております。最後に、Churn 

Rate でございますが、こちらは簡単に申し上げると解約率のことであり、低ければ低いほ

ど継続して当社と取引をしていただいているということになります。この Churn Rate は、

前年の 5.1％から、今回は 4.9％と向上しております。 

決算発表の際に、当社の売上高や経常利益は、減収となったことを発表させていただきま

したが、さきほどもお話いたしましたとおり、こういったアカウントの部分では、間違いな

く利用伸長が見られていると考えている次第であります。 

 

 



 

 続きまして、連結損益計算書のご説明に入ります。 

 こちらは、繰り返しとなりますが、売上高 136.3 億円、マイナス 4.9％、営業利益 55.8 億

円、前年度比マイナス 11.6％、56.4 億円、前年比マイナス 11.2％、当期純利益約 38.1 億円、

前年度比マイナス 9.8％と減少いたしました。この減少の理由としましては、先ほどもお話

いたしましたが、昨今の売り上げを大きく後押ししてきた IT 導入補助金という経済産業省

の補助金制度の対象主要事業の括りが変更となったことにより、大きくイニシャル部分の

売り上げが減少したということになります。 



 

 続きまして、四半期ごとの推移をご覧ください。こちらは先ほどご説明いたしました ARR、

いわゆる年間継続取引額が、四半期ごとに着実に上昇しております。一方で、繰り返しにな

りますが、いわゆるワンタイムフィー、一時的な売上は減少しております。保守契約やアカ

ウントのサブスクの契約は継続的に上がってきておりますが、ワンショットの方は下がっ

てきているということが、当社の課題となっております。 

 

 



続きまして、経費分析です。資料のグラフをご覧になっていただくとおわかりいただけま

すとおり、当社の経費におきましては、人件費が 7 割を占めております。こちらについて

は、社員が安心して長く働き続けられる環境づくりに取り組んでまいりたく、後にも触れま

すが、昨年発表しました給与のベースアップをこの 4 月から実施しております。私どもに

とっては、社員が宝でございますので、この部分はさらに強化をしていきたい次第でありま

す。 

 その他の経費分析といたしましては、新型コロナウイルスの収束に伴う行動制限緩和に

よる旅費及び販促関連費用の増加がございます。さらに技術的な面で申しますと、研究開発

費、こちらはクラウド機能の強化、また土木分野における i-Constraction の現場作業機能の

開発費などを、主に計上している部分になります。 

 

 

続きましてセグメント情報に入ります。 

セグメント情報 1 としまして、建築システム事業の説明となっております。こちらは、売

上・利益は減少しております。ですが、先ほどから繰り返しお話させていただいております

が、ARR、ストックの部分は伸長しております。 



 

続きまして、測量土木システム事業です。こちらも建築システム事業と同様でございます。

売上・利益は若干減少してございますが、こちらも ARR は引き続き伸長している次第でご

ざいます。 

 

 

 セグメント情報 3 番目、こちらは、IT ソリューション事業部が行っている事業でござい

ます。皆様もご存じいただいているかと存じますが、当社は、国政選挙、地方選挙等の出口



調査システムを担当している次第です。この IT ソリューション事業は、こういった選挙の

出口調査システムの売上が主な収益となっておりますので、2022 年は、7 月に行われた参

議院議員選挙の出口調査に係る売り上げを主に計上しております。こちらが、前年から大幅

にダウンしているのですが、この前年の 2021 年は、10 月に衆議院の総選挙がございまし

た。やはり衆議院の選挙規模と参議院の選挙規模が違い、売上額が下がっているという状況

でございます。その他、IT ソリューション事業では、建設現場向けの搬入管理アプリも事

業とさせていただいております。こちらは、前年比横ばいで推移している次第でございます。 

 

 

続きまして、セグメント別概況でございますが、こちらはこの資料にまとめておりますと

おり、大まかにまとめておりますので、送付させていただく事業報告書の方をご参照いただ

けますと幸いです。 

 



 

次に業績予想です。 

2023 年度は、売上高 138 億 8,000 万円、前年比 1.9％の増を目標と掲げております。営

業利益は、53 億 4,000 万円、こちらはマイナス 4.4％、1 株当たりの配当金は 65 円を予定

しております。 

 

 
続きまして、先ほども、持続的に「建設業になくてはならない会社」を目指すために、私

どもは投資を始めましたというお話をさせていただきましたが、未来への投資について、少



しお話をさせていただきたいと思っております。 

まず 1 点目として、CVC ファンドの設立です。国内外の建設テックやスタートアップへ

の投資を目的としたコーポレート・ベンチャー・キャピタルファンドの設立を行いました。

これは、CVC ファンドを通して、当社の事業領域と関連性の高いスタートアップやベンチ

ャー企業に対し、資金提供だけでなく、技術やノウハウを共有し、パートナーシップを構築

することで、多様なイノベーションを起こし、そしてそのイノベーションを様々グルーピン

グすることによって効率的なエコシステムの構築を目的としております。以上のとおり、ま

ず 1 つ目の投資は、この CVC ファンドでございます。 

次に 2 点目、こちらは先ほども費用のところでお話しいたしました、費用の 7 割を占め

る人件費ですが、当社は社員が一番の宝とお話させていただきましたとおり、人的資本の投

資を未来投資の 2 つ目としております。これは、社員の活力向上と、新たな自己研鑽や成長

の促進及び多様な人材の確保を目的として、今年の 4 月に 5％のベースアップを実施しまし

た。こちらが継続的にできるように努めてまいりたいと思っているところでございます。 

そして最後 3 点目ですが、データセンター事業の開始とそれに伴うデータセンターの建

設を発表し、着手しました。これにより、事業基盤をクラウド中心にシフトし、ソリューシ

ョンの拡大を目指していきたいと思っております。当社のユーザー様である工事業者様や

建設業者様における国の公共工事の入札案件等では、様々なセキュリティ要件が入ってき

ますが、当社がそういったユーザー様がセキュリティ要件に対応するお手伝いを、この IDC

事業を拡大していくことによって実現させていきたいと考えております。 

また、今まで当社は、パソコンに 1 つのライセンスを入れて動くデスクトップアプリを

中心としてございましたが、皆様がお持ちのスマートフォンやタブレットなど、デバイスが

非常に多様化してきておりますので、そういった様々な環境、また仮想環境で、当社の CAD

システムを中心としたアプリケーションが動くような商品の提供も、この IDC 事業を拡大

することによって実現していくものと考えている次第です。さらに、この事業に自ら着手す

ることにより、情報セキュリティやネットワーク構築における高い専門知識を持つ人材を

社内で育成することができ、人材育成にもつながっていくと考えております。 

 

これら３点を、未来への投資として、昨年から準備し、いよいよ実行し始めたところであ

ります。 



 
続きまして、従業員の推移です。こちらは、社員の構成や今後の新卒の採用予定等をまと

めた資料でございます。イノベーティブ挑戦や、事業持続性に向けた人材への投資・対応を

引き続き行っていきたいと考えております。 

また、人的資本の情報開示が求められる世の中の動きに応じまして、統合報告書をこの夏

に発行をする予定で、現在準備を進めております。こちらの中でも、当社の人的資本戦略の

説明を入れておりますので、発刊されましたら是非ご確認をいただきたいと思っておりま

す。 

 

そのほか、交付書面に記載されております、貸借対照表やキャッシュフローに関する内容

につきましては、記載の通りでございますので、ご覧いただければと存じます。 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

以上、第４４期事業報告、連結計算書類及び当社の計算書類の内容のご報告となります。 

  



３．質疑応答 

本総会における株主様からのご質問及びその回答については、以下のとおりとなっ

ております。 

 

質問 

①  先ほどの事業報告において、未来への投資についてご説明いただきましたが、

新たな事業としてデータセンター事業に投資するとのことでした。なぜこのタ

イミングで古いハードウェア事業に投資するのかということを疑問に思ってお

ります。データセンターもクラウドも、既存システムがございます。これらを活

用されたほうがはるかに効率的であり、安全であると思います。 

②  世界は、AI の時代となってきております。ChatGPT や Stable Diffusion（ス

テーブル・ディフュージョン）のとおり、AI が文章を書いたりデザインしたり

という時代になっています。今後は、ライターやデザイナー、クリエイターの仕

事が大きく変わると思います。 

  御社の CAD は、建築や土木の専門知識を内包した素晴らしい製品であると思い

ます。その CAD が、さらに AI を内包するようになれば、設計に革命を起こす

まさに圧倒的なものになると思います。現状の国内にとどまらず、世界に進出す

ることも夢じゃないと思います。総資産の 3 分の 2 が現預金という潤沢な手持

ち資産があるのですから、例えば AI に長けた人材を大量に採用するとか、今の

CVC ファンドを通じてベンチャー企業を買収するなど、もっと未来への投資を

大胆におこなうべきではないでしょうか。 

ぜひ、データセンターではなく AI の方に投資をしてほしいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

 

回答（議長） 

①  データセンター事業に関しましては、今質問された株主様が言われたような古

いハードウェアといった考えもあるかとは思いますが、この件につきましては慎

重に議論して考えたうえで投資しているものであります。もちろん、パブリック

クラウドを使用してのサービスの提供はすでに当社も始めていますが、建設業界

においては、データの保管が今後は重要になってきます。今も根強く紙図面での

保管や利用が残っており、デジタルデータとしての利活用がまだ十分にされてい

ません。行政はデジタル化・データ化を進めようとしておりますが、過去物件の

ほとんどは紙図面のままで、量的にも質的にもデジタル化するには大きな労力が

かかります。維持管理などで図面の利活用の必要性は高まる一方ですが、現実に

は進んでおりません。紙図面をデジタルデータとし、建設業界の利活用を促進す

るためには、私どもが、まずはデータの預かり・保管といったサービス提供に手

を上げ、更には３D データとして効率良い利活用を提供するところまで目指さ

なければならないという強い使命感を持ちました。先ほどありましたようなパブ



リッククラウドと当社のデータセンターをハイブリッドで使うことによって、段

階的にこれらのサービスを実現し、当社にとっても大きな負担や足かせにならな

いよう十分に配慮し、建設業界の未来にプラスとなるようなデータセンター事業

を考えている次第であります。 

また、当社は全国に拠点がございまして、各事務所に自社運用のサーバーが点在

しております。これらをデータセンターに集約することで BCP 対策として、また、

これからデータのセキュリティは重要な問題となってきますので、一元管理する

ことでより強固なセキュリティを当社が持つことになると考えております。さら

に、パブリッククラウドは長期間運用していきますと、どうしてもコスト面が上昇

してきます。このような様々なことを踏まえながら、今回データセンター事業に至

りました。今回ご指摘いただきました点は、さらに慎重に今後の運用における検討

として加えさせていただきたいと考えておりますので、ご理解いただきたいと思

います。 

②  続きまして、AI についてのご質問にお答えします。ChatGPT などの対話型 AI

や、LLM 等の研究開発は、すでに進めているところではございます。ただ、当社

は、この約半世紀、建設 CAD という CAD システムの技術でここまで成長して

きた会社ですので、AI の技術は、まだまだ社内には不足しているのが現状ではあ

ります。そのため、先ほどお話しいたしました CVC ファンドを通じて、新たな

人材を確保したり、資本提携することによって当社にないノウハウを共有したり

と取り組みを進める傍ら、社内における人材育成にも着手しております。 

また、多様な働き方や新しい技術に対応するため、採用募集の方法を変える検

討をしております。当社は今まで開発職、営業職、事務職という分け方で採用の

募集を行い、応募を受けてきましたが、開発職という職種では、今お話にあった

ような AI を大学で専攻している学生が、当社の技術では活用できないと判断し、

敬遠されてしまうことも今後は出てくると思い、来年からは、細かい職種、技能・

スキルを募集の段階で選んでいただけるような人事施策を考えているところで

す。また付け加えますと、営業職についても、全国転勤の仕事を望む者もいれば、

地域で家族との生活も大切にしていきたいなど、人生の目的に合った働き方を重

視する時代となってきておりますので、当社を志す学生が、応募しやすく、長く

働くうえで、ライフスタイルに照らし合わせて検討してもらえるようにいたしま

す。話が逸れましたが、AI については当社も取り組んでいる次第でございますの

で、株主様のご期待に沿えるよう努めてまいります。 

 

以 上 

 


